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厚生年金保険法等の一部を改正する法律等の運用について（平成九年四月二

十五日蔵計第一一八〇号）

平成１８年１１月１日現在

最終改正 平成１３年１月５日蔵計第２７８２号

厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成８年法律第８２号。以下「平成８年

改正法」という。）附則及び厚生年金保険法等の一部を改正する法律の施行に伴う国

家公務員共済組合法による長期給付等に関する経過措置に関する政令（平成９年政令

第８６号。以下「平成９年国共済経過措置政令」という。）の規定の運用について、

下記のとおり定めたので通知する。

記

平成８年改正法附則第３条関係

次の各号のいずれにも該当する者の平成８年改正法の施行の日前の旧適用法人共

済組合（平成８年改正法附則第３条第８号に規定する旧適用法人共済組合をいう。

以下同じ。）以外の国家公務員等共済組合（以下「連合会組合」という。）の組合

員であった期間（他の法令の規定により当該組合員であった期間とみなされた期間

及び他の法令の規定により当該組合員であった期間に合算された期間を含む。）は

、旧適用法人共済組合員期間（同号に規定する旧適用法人共済組合員期間をいう。

以下同じ。）に該当しないものとして取り扱うものとすること。

（１） 平成８年改正法附則第十六条第１項又は第２項に規定する年金たる給付の

受給権を有しない者であること。

（２） 連合会組合の組合員期間が２０年以上である者であること。

（３） 厚生年金保険法施行令等の一部を改正する等の政令（平成９年政令第８４

号）第２条の規定による改正前の国家公務員等共済組合法施行令（昭和３３

年政令第２０７号）附則第６条の３各号に規定する理由により連合会組合を

退職した者であること。

（４） 連合会組合を退職した日の翌々日以後に旧適用法人共済組合の組合員とな

った者であること。

平成８年改正法附則第２４条関係

平成８年改正法附則第２４条第２項の規定により退職共済年金の額の改定があっ

た場合には、平成９年４月分からその改定した金額を支給するものであること。

平成８年改正法附則第３０条関係

１ 平成９年国共済経過措置政令第３条第２項及び第３項の規定により退職一時金等

に相当する金額の返還は、年金である給付の支給期月ごとに分割返還を行うことと

しているが、受給権者から一括返還又は分割返還額の増額の希望があった場合には

、これに応じることとしても差し支えないものとすること。

２ 平成９年国共済経過措置政令第４条第１項、第５条第１項若しくは第６条第１項

に規定する「退職特例年金給付等の額の２分の１に相当する額」又は平成９年国共

済経過措置政令第４条第３項、第５条第３項若しくは第６条第３項に規定する「遺
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族特例年金給付の額の２分の１に相当する額」は、支給停止事由に該当して年金で

ある給付の額の全部又は一部が支給停止されている場合であっても、停止前の当該

退職特例年金給付等の額の２分の１に相当する額又は当該遺族特例年金給付の額の

２分の１に相当する額とするものとすること。

平成８年改正法附則第３１条関係

１ 平成８年改正法附則第３１条第１号に規定する被保険者期間とみなされた組合員

期間については、次により取り扱うものとすること。

（１） 当該被保険者期間とみなされた組合員期間に係る旧適用法人共済組合員期

間について国家公務員等共済組合法等の一部を改正する法律（昭和６０年法

律第１０５号。以下「昭和６０年改正法」という。）附則第３２条第１項又

は第２項の規定の適用がある場合には、その適用後の旧適用法人共済組合員

期間をもって、当該被保険者期間とみなされた組合員期間とする。

（２） 旧適用法人共済組合員期間のうちに厚生年金保険の被保険者であった期間

と重複する期間があるときは、当該期間を除いた旧適用法人共済組合員期間

をもって、当該被保険者期間とみなされた組合員期間とする。

２ 平成８年改正法第２条の規定による改正後の国家公務員共済組合法（昭和３３年

法律第１２８号。以下「改正後国共済法」という。）中障害を給付事由とする長期

給付の支給要件に関する規定は、平成８年改正法附則第１５条第１項各号のいずれ

かに該当する者であっても、その者が平成８年改正法附則第３１条第１号に規定す

る「被保険者期間とみなされた組合員期間以外の旧適用法人施行日前期間を有する

者その他旧適用法人施行日前期間を有する者で政令で定めるもの」に該当する場合

には、適用があるものであること。

平成８年改正法附則第３２条関係

平成８年改正法附則第３２条第１項においてなおその効力を有するものとされる

平成８年改正法附則第２条の規定による改正前の国家公務員等共済組合法（以下「

改正前国共済法」という。）第８条第２項の規定により日本たばこ産業株式会社が

当該会社を代表する者として財務大臣に届け出る者は、当該会社の取締役会の決議

により選任するものとするが、原則として、当該会社を代表する取締役で社長の名

称が付されている者とする。

平成８年改正法附則第３３条関係

１ 平成９年国共済経過措置政令第１２条第１項の規定により読み替えて適用される

平成８年改正法附則第７６条の規定による改正後の国家公務員共済組合法の長期給

付に関する施行法（昭和３３年法律第１２９号）第３４条第２項に規定する「沖縄

の組合員であつた者のうち平成８年改正法附則第４条に規定する旧適用法人の職員

に相当する者として財務大臣が定めるもの」は、改正後国共済施行法第３３条第１

号に規定する特別措置法の施行の日前に退職した者で、その退職の際公務員等共済

組合法（１９６９年立法第１５４号）第２条第１項第１号ハに掲げる者その他これ

に相当する者であったものとする。

２ 平成８年改正法附則第３３条第２項及び第５項並びに平成９年国共済経過措置政

令第１３条第４項の規定を適用する場合には、改正後国共済法第８８条第１項第１
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号から第３号までの規定に基づき支給される遺族特例年金給付（平成９年国共済経

過措置政令第２条第３号に規定する遺族特例年金給付をいう。以下同じ。）及びこ

れらの規定に相当する厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）の規定に基づ

き支給される遺族厚生年金と同項第４号の規定に基づき支給される遺族特例年金給

付及び同号の規定に相当する同法の規定に基づき支給される遺族厚生年金とは同一

の支給事由に該当しないものとして取り扱うものとすること。

３ 存続組合（平成８年改正法附則第３２条第２項に規定する存続組合をいう。以下

同じ。）又は指定基金（平成８年改正法附則第４８条第１項に規定する指定基金を

いう。以下同じ。）が支給する特例一時金給付（平成８年改正法附則第３３条第１

項に規定する特例一時金給付をいう。）が改正後国共済法による脱退一時金である

場合の当該一時金に係る平成８年改正法附則第３３条第３項の控除額は、平成９年

国共済経過措置政令第１４条第１項第２号の規定により改正後国共済法附則第１３

条の１０第３項の規定の例により計算することとされているので、同号に規定する

「被保険者期間とみなされた組合員期間に係る平均標準報酬月額」の計算について

は改正後国共済法附則第１３条の９の規定は適用がないものとして取り扱うべきも

のであること。

４ 次に掲げる額に５０円未満の端数があるときは、これを切り捨て、５０円以上１

００円未満の端数があるときは、これを１００円に切り上げるものとすること。

（１） 職域相当額（平成８年改正法附則第３３条第５項に規定する職域相当額を

いう。以下同じ。）があるときの同項に規定する改正後国共済法等の規定に

基づき計算した年金たる長期給付の額

（２） 職域相当額

（３） 平成９年国共済経過措置政令第１３条第１項各号に定める金額

（４） 平成９年国共済経過措置政令第１４条第１項各号に定める金額

（５） 平成９年国共済経過措置政令第１４条第４項の規定による控除額

５ 平成８年改正法附則第３３条第９項においてなおその効力を有するものとされる

改正前国共済法附則第２０条の２第３項の規定による国家公務員共済組合連合会又

はエヌ・ティ・ティ厚生年金基金の長期給付の支給については、存続組合である日

本たばこ産業共済組合又は日本鉄道共済組合が支給する特例年金給付（平成８年改

正法附則第３３条第１項に規定する特例年金給付をいう。）の決定請求の有無にか

かわらず、国家公務員共済組合連合会又はエヌ・ティ・ティ厚生年金基金は、当該

長期給付の決定を受給権者の請求により行うことができるものとすること。

６ 平成９年国共済経過措置政令第３２条の規定により読み替えて適用される改正後

国共済法第７４条第２項の規定は、存続組合又は指定基金が支給する特例年金給付

の受給権を有する者に対して国家公務員共済組合連合会が支給する改正後国共済法

による年金である給付に関しても適用があるものとすること。

平成８年改正法附則第５４条関係

１ 平成９年国共済経過措置政令第２７条第４項第２号の規定により平成８年改正法

附則第３３条第５項に規定する年金たる給付の額に乗ずべき同号に規定する追加費

用対象外期間率は、当該年金たる給付と併せて受けることができる特例年金給付で



- -4

/ / : jtd06 11 2815 12335厚生年金保険法等の一部を改正する法律等の運用について.

ある退職共済年金の額の計算の基礎となった旧適用法人施行日前期間の月数から当

該退職共済年金の額の計算の基礎となった追加費用対象期間の月数を控除した月数

を当該適用法人施行日前期間の月数で除して得た率とするものであること。

２ 平成８年改正法附則第１６条第３項の規定により厚生年金保険の管掌者たる政府

が支給するものとされた年金たる給付のうち厚生年金保険法等の一部を改正する法

律の施行に伴う経過措置に関する政令（平成９年政令第８５号。以下「平成９年厚

年経過措置政令」という。）第２１条第３項各号に掲げるものに係る平成８年改正

法附則第５４条第３項第１号に掲げる費用は、平成９年厚年経過措置政令第２１条

第３項各号に掲げる給付の額（国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う経

過措置に関する政令（昭和６１年政令第５４号）第５８条第３項各号に定める額が

あるときは、当該額を除く。）のうち平成９年厚年経過措置政令第２１条第３項第

１号イに規定する恩給等期間に係る部分の額に相当する額について平成９年厚年経

過措置政令第２１条第１項及び第２項の規定の例により算定するものとすること。


